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連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期
第２四半期 
連結累計期間

第58期
第２四半期 
連結会計期間

第57期

会計期間
自 平成20年９月21日
至 平成21年３月20日

自 平成20年12月21日 
至 平成21年３月20日

自 平成19年９月21日
至 平成20年９月20日

売上高 (千円) 10,072,338 4,694,669 18,147,670

経常利益 (千円) 306,527 171,382 106,236

四半期純利益又は 
当期純損失(△)

(千円) 129,466 71,941 △696,235

純資産額 (千円) ― 2,249,531 2,156,822

総資産額 (千円) ― 14,845,230 14,932,335

１株当たり純資産額 (円) ― 196.84 188.83

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) 11.36 6.31 △61.06

潜在株式調整後 
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 15.1 14.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 560,789 ― 1,134,193

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △100,368 ― △237,799

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △220,584 ― △428,081

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) ― 1,311,681 1,081,292

従業員数 (名) ― 352 367
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。 

２ 臨時従業員は、契約・嘱託従業員（17名）、パート従業員（46名）、人材派遣（95名）及びアルバイト従業

員（4名）の総数です。なお、アルバイト数は、一人当たり１日８時間で換算して算出しております。 

３ 従業員数には、当グループからグループ外への出向者（7名）は、含まれておりません。 

  

  

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２ 臨時従業員は、契約・嘱託従業員（16名）、パート従業員（34名）、人材派遣（92名）及びアルバイト従業

員（4名）の総数です。なお、アルバイト数は、一人当たり１日８時間で換算して算出しております。 

３ 従業員数は就業人員の内の正社員従業員であり、出向者（7名）は、含まれておりません。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成21年３月20日現在

従業員数(名) 352 [162]

(2) 提出会社の状況

平成21年３月20日現在

従業員数(名) 334 [146]
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生産実績 
  

 
(注) 金額は販売価格によるものであり、消費税等は含まれておりません。 

  

商品仕入実績 
  

 
(注) 金額は実際仕入価格によるものであり、消費税等は含まれておりません。 

  

当社グループは、すべて見込み生産によっているため、該当事項はありません。 

  

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

みそ事業 1,376,431

豆乳飲料事業 2,868,846

その他の事業 166,197

合計 4,411,476

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

みそ事業 ―

豆乳飲料事業 ―

その他の事業 7,459

合計 7,459

(2) 受注実績

(3) 販売実績

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

みそ事業 1,531,614

豆乳飲料事業 2,907,472

その他の事業 255,582

合計 4,694,669

相手先

当第２四半期連結会計期間

金額(千円) 割合(％)

伊藤忠商事株式会社 982,299 20.9
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当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライム問題に端を発した世界的な金

融不安の影響により、企業収益及び個人消費が悪化し、景気の後退が顕著になっております。 

  食品業界全般におきましては、消費者の「食の安全・安心」への意識が高まる中、各企業において、

コンプライアンス（法令遵守）に取り組む動きが進んでおります。また、景気の後退に伴い、内食傾向

が強まっております。そのような状況の中、大手スーパーを中心とする小売業者においては、PB商品の

重視や様々なサービスを付加するなど販売状況に変化が見られます。 

  みそ業界におきましては、みその値上げによる影響で出荷量が減少しており、その回復に努める動き

が各社において進んでおります。 

  豆乳業界におきましては、健康飲料の多様化により、数年前より需要は減少傾向にありましたが、平

成20年春以降回復傾向にあります。これは、メタボ検診に伴う健康志向の高まりの中、大豆の良さが見

直され、消費者の方が再度豆乳に注目するようになったことが考えられます。 

  このような環境の中で、当社は消費者の皆様方に安全で安心できる製品の提供に努めるとともに、積

極的な新製品の開発や、安全・衛生・品質管理の徹底を図り、事業の効率化やコスト削減に努め、経営

基盤の強化に取り組んでまいりました。 

  この結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、豆乳の業績が順調に推移し、売上高は、46億94百万

円、営業利益は、66百万円、円安の影響による長期の通貨オプション契約等に係るデリバティブ評価益

96百万円を営業外収益に計上し、経常利益は、1億71百万円、四半期純利益は、71百万円となりまし

た。 

  

① みそ事業 

主にストレート鍋スープが好調に推移したため、売上高は、15億31百万円、営業損失は、55百万円

となりました。 

a.生みそ 

出荷数量は、前年同期と比べ減少しておりますが、売上高は、ほぼ前年同期並みの11億48百万円

となりました。 

b.調理みそ 

景気の後退とともに内食傾向が進み、「キムチ鍋スープ」、「坦々ごまみそ鍋スープ」等のスト

レート鍋スープの需要が増加いたしました。売上高は、2億61百万円となりました。 

c.即席みそ 

特定企業向けの製品や国産素材の製品が好調だったものの、多食タイプの製品が苦戦し、売上高

は、1億21百万円となりました。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態及び経営成績の分析】
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② 豆乳飲料事業 

豆乳が順調に推移し、売上高は、29億7百万円、営業利益は、1億23百万円となりました。 

a.豆乳 

国産大豆を使用した製品やOEM製品が好調に推移し、売上高は、21億71百万円となりました。 

b.飲料 

ミネラルウォーター市場の競合の激化によりPB商品の出荷が落ち込み、売上高は、7億36百万円

となりました。 

  

③ その他の事業 

「寄せ鍋スープ」、「ちゃんこ鍋スープ」等のストレート鍋スープの需要が増加し、売上高は、2

億55百万円、営業損失は、1百万円となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

① 資産 

流動資産は、70億25百万円となり、前連結会計年度末に比べ1億63百万円増加いたしました。増加

の主な要因といたしましては、現金及び預金の増加2億28百万円等によるものであります。 

 固定資産は、78億19百万円となり、前連結会計年度末に比べ2億50百万円減少いたしました。減少

の主な要因といたしましては、機械装置及び運搬具の減少1億38百万円等によるものであります。 

 この結果、資産合計は、148億45百万円となり、前連結会計年度末に比べ87百万円減少いたしまし

た。 

  

② 負債 

流動負債は、71億21百万円となり、前連結会計年度末に比べ1億89百万円減少いたしました。減少

の主な要因といたしましては、支払手形及び買掛金の減少3億14百万円等によるものであります。 

 固定負債は、54億74百万円となり、前連結会計年度末に比べ9百万円増加いたしました。増加の主

な要因といたしましては、長期借入金の減少95百万円があったものの、デリバティブ債務の増加1億9

百万円等によるものであります。 

 この結果、負債合計は、125億95百万円となり、前連結会計年度末に比べ1億79百万円減少いたしま

した。 

  

③ 純資産 

純資産は、22億49百万円となり、前連結会計年度末に比べ92百万円増加いたしました。増加の主な

要因といたしましては、利益剰余金の増加1億29百万円等によるものであります。 
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(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、当第

１四半期連結会計期間末に比べ1億50百万円増加し、13億11百万円となりました。当第２四半期連結会

計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、3億20百万円となりました。これは、仕入債務の減少額6億22百万

円、未払金の減少額1億91百万円等の資金減少に対し、売上債権の減少額6億9百万円、たな卸資産の減

少額1億81百万円等の資金増加によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、39百万円となりました。これは、有形固定資産の取得による支出38

百万円等の資金減少によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、1億51百万円となりました。これは、長期借入れによる収入6億円等

による資金増加に対し、長期借入金の返済による支出7億6百万円、定期性預金の預入による支出48百万

円等の資金減少によるものであります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

 なお、当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、そ

の内容は次のとおりであります。 

 当社は、株式の大量取得を目的とする買い付けが行われる場合において、それに応じるか否かは、最

終的には株主の皆様の判断に委ねられるべきと考えております。 

 しかしながら、高値での売り抜け等の不当な目的による企業価値及び株主共同の利益に対して毀損す

る例も少なくありません。そのような買収者から当社の企業価値や株主をはじめとする各ステークホル

ダーの利益を守ることは経営を預かる者として当然の責務であると認識しております。 

 現在のところ、当社株式の大量買い付けに係る具体的な脅威が生じているわけではなく、当社におい

て、いわゆる「買収防衛策」を定めるものではありません。当社といたしましては、現在の経営施策を

着実に実行し、業績の向上を図り、株価の上昇により企業価値を高めることが買収防衛に繋がると考え

ております。 

 しかし、買収防衛策につきましては、重要な経営課題の一つと認識しており、各方面から様々なご意

見、対応策等をお聞きする等、当社としての有効な対応策を今後も継続して検討してまいります。 

  

(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、16,303千円であります。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、研究開発活動に重要な変更はありません。 
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当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設等のう

ち、完了したものは次のとおりであります。 

  

 
  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資額

資金調達方法 着手年月 完成年月
完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

マルサ
ンアイ
株式会
社

本社・本社工
場（愛知県岡
崎市）

みそ事業
みそ仕込設
備

151,000 9,499
自己資金及び借入
金

平成20年
10月

平成20年
12月

―
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年３月20日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年５月１日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,480,880 11,480,880
名古屋証券取引所
市場第二部

単元株式数：1,000株 
完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 11,480,880 11,480,880 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成20年12月21日～ 
平成21年３月20日

― 11,480,880 ― 865,444 ― 612,520
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(注)  「単元未満株式」には、当社所有の自己株式が910株含まれております。 

  

 
(注) 当第２四半期会計期間末日現在の自己株式数は、79,910株であります。 

  

(5) 【大株主の状況】

平成21年３月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社佐藤産業 愛知県岡崎市羽根町字陣場103 1,525,300 13.29

佐藤公信 千葉県千葉市花見川区 695,420 6.06

マルサンアイ従業員持株会 愛知県岡崎市仁木町字荒下1番地 655,900 5.71

中島典子 愛知県岡崎市 426,830 3.72

福島裕子 愛知県岡崎市 426,830 3.72

佐藤不二子 愛知県岡崎市 416,300 3.63

マルサンアイ取引先持株会 愛知県岡崎市仁木町字荒下1番地 309,000 2.69

下村釟爾 愛知県岡崎市 276,000 2.40

石田ちゑ 愛知県岡崎市 248,280 2.16

ひかり味噌株式会社 長野県諏訪郡下諏訪町西四王4848番地1 200,000 1.74

計 ― 5,179,860 45.12

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年３月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

79,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

11,376,000
11,376 同上

単元未満株式
普通株式

25,880
― 同上

発行済株式総数 11,480,880 ― ―

総株主の議決権 ― 11,376 ―

② 【自己株式等】

平成21年３月20日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

マルサンアイ株式会社 
（自己保有株式）

愛知県岡崎市仁木町字荒
下1番地

79,000 ― 79,000 0.69

計 ― 79,000 ― 79,000 0.69
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(注) 1 株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。 

2 上記は、当社の累計期間（例10月度は、９月21日から10月20日まで）の株価であります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

  

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年 
10月  11月

 
 12月

平成21年
１月  ２月  ３月

最高(円) 310 310 300 300 300 300

最低(円) 215 275 290 260 290 284

３ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成に関する規則等の一部を改正する内

閣府令」(平成20年８月７日内閣府令第50号)附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期

連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年12月

21日から平成21年３月20日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年９月21日から平成21年３月20日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けており

ます。 

  

第５ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年３月20日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年９月20日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,440,181 1,211,292

受取手形及び売掛金 ※２  3,213,918 ※２  3,283,480

商品及び製品 510,260 514,448

仕掛品 560,159 560,937

原材料及び貯蔵品 569,617 495,218

その他 733,517 800,370

貸倒引当金 △1,924 △3,552

流動資産合計 7,025,730 6,862,195

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１  2,876,127 ※１  2,832,185

機械装置及び運搬具（純額） ※１  1,636,088 ※１  1,774,209

土地 2,595,349 2,595,349

その他（純額） ※１  57,685 ※１  122,090

有形固定資産合計 7,165,250 7,323,836

無形固定資産 52,879 50,466

投資その他の資産   

投資有価証券 474,281 529,787

その他 130,018 168,776

貸倒引当金 △2,931 △2,727

投資その他の資産合計 601,369 695,836

固定資産合計 7,819,499 8,070,139

資産合計 14,845,230 14,932,335
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年３月20日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年９月20日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２  1,980,410 ※２  2,294,840

1年内返済予定の長期借入金 2,553,457 2,680,102

未払法人税等 160,096 36,513

賞与引当金 344,644 289,297

未払金 1,541,384 1,550,024

その他 ※２  541,641 ※２  460,015

流動負債合計 7,121,634 7,310,792

固定負債   

長期借入金 3,534,754 3,630,115

退職給付引当金 1,489,697 1,468,222

役員退職慰労引当金 168,441 164,745

その他 281,170 201,637

固定負債合計 5,474,064 5,464,720

負債合計 12,595,699 12,775,512

純資産の部   

株主資本   

資本金 865,444 865,444

資本剰余金 657,881 657,881

利益剰余金 834,050 704,583

自己株式 △46,669 △46,591

株主資本合計 2,310,705 2,181,317

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △17,004 △17,601

為替換算調整勘定 △49,551 △10,873

評価・換算差額等合計 △66,556 △28,474

少数株主持分 5,381 3,979

純資産合計 2,249,531 2,156,822

負債純資産合計 14,845,230 14,932,335
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月21日 
 至 平成21年３月20日) 

売上高 10,072,338

売上原価 7,305,747

売上総利益 2,766,591

販売費及び一般管理費 ※１  2,335,364

営業利益 431,226

営業外収益  

受取利息 1,772

技術指導料 28,461

賃貸収入 11,985

持分法による投資利益 4,146

その他 33,436

営業外収益合計 79,802

営業外費用  

支払利息 45,955

デリバティブ評価損 109,997

為替差損 36,680

その他 11,867

営業外費用合計 204,501

経常利益 306,527

特別利益  

固定資産売却益 630

貸倒引当金戻入額 1,627

特別利益合計 2,258

特別損失  

固定資産除却損 513

投資有価証券評価損 26,066

特別損失合計 26,579

税金等調整前四半期純利益 282,206

法人税等 151,337

少数株主利益 1,402

四半期純利益 129,466
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【第２四半期連結会計期間】 

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年12月21日 
 至 平成21年３月20日) 

売上高 4,694,669

売上原価 3,475,661

売上総利益 1,219,007

販売費及び一般管理費 ※１  1,152,427

営業利益 66,580

営業外収益  

受取利息 1,300

技術指導料 8,771

賃貸収入 6,023

持分法による投資利益 153

デリバティブ評価益 96,151

その他 19,273

営業外収益合計 131,673

営業外費用  

支払利息 21,588

為替差損 216

その他 5,066

営業外費用合計 26,871

経常利益 171,382

特別利益  

固定資産売却益 630

貸倒引当金戻入額 209

特別利益合計 840

特別損失  

固定資産除却損 213

投資有価証券評価損 14,481

特別損失合計 14,694

税金等調整前四半期純利益 157,528

法人税等 85,606

少数株主損失（△） △19

四半期純利益 71,941
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月21日 
 至 平成21年３月20日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 282,206

減価償却費 309,075

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,424

賞与引当金の増減額（△は減少） 55,347

退職給付引当金の増減額（△は減少） 21,475

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,696

受取利息及び受取配当金 △3,298

投資有価証券売却損益（△は益） 170

持分法による投資損益（△は益） △4,146

支払利息 45,955

為替差損益（△は益） 9,524

投資有価証券評価損益（△は益） 26,066

デリバティブ評価損益（△は益） 109,997

有形固定資産除却損 8

売上債権の増減額（△は増加） 69,505

たな卸資産の増減額（△は増加） △69,433

仕入債務の増減額（△は減少） △314,429

未払金の増減額（△は減少） 74,508

その他 19,484

小計 634,289

利息及び配当金の受取額 3,342

利息の支払額 △48,155

法人税等の支払額 △28,695

法人税等の還付額 7

営業活動によるキャッシュ・フロー 560,789

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △100,796

投資有価証券の取得による支出 △5,991

投資有価証券の売却による収入 1,324

その他 5,094

投資活動によるキャッシュ・フロー △100,368

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入れによる収入 1,300,000

長期借入金の返済による支出 △1,522,006

その他の収入 99,000

その他の支出 △97,578

財務活動によるキャッシュ・フロー △220,584

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9,448

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 230,388

現金及び現金同等物の期首残高 1,081,292

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  1,311,681
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当第２四半期連結会計期間(自 平成20年12月21日 至 平成21年３月20日) 

 該当事項はありません。 

  

  

 
  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

  

 
  

【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年９月21日 至 平成21年３月20日)

会計処理基準に関する事項の変更 

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

 当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性

の低下による簿価切下げの方法)に変更しております。また、前連結会計年度まで営業外費用に計上しており

ました「たな卸資産処分損」は、第１四半期連結会計期間より売上原価に含めております。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の売上総利益及び営業利益が

37,881千円、経常利益及び税金等調整前四半期純利益が18,176千円それぞれ減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

(2) リース取引に関する会計基準等の適用

 「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日

企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成６年１月18

日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号)を第１四半期連結会計期間から早期に適用

し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。

 また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法に

よっております。

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。当該変更に伴う資産及び当第２四半期連結

累計期間の損益に与える影響はありません。

【簡便な会計処理】

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年９月21日 至 平成21年３月20日)

税金費用の計算

 当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

 なお、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年９月21日 至 平成21年３月20日)

有形固定資産の耐用年数の変更 

 当社及び連結子会社は、法人税法の改正を契機として、資産の利用状況等を見直した結果、第１四半期連結会

計期間より、有形固定資産の一部(構築物、機械装置)について耐用年数を変更しております。 

 これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ

3,398千円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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   第２四半期連結累計期間 
  

 
  

   第２四半期連結会計期間 
  

 
  

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年3月20日)

前連結会計年度末 
(平成20年９月20日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

11,893,659千円

 減価償却累計額には、減損損失累計額を含んでお

ります。

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

11,676,613千円

同左 

 

※２ 四半期末日満期手形

 四半期末日満期手形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理しております。 

 なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の四半期末日満期手形が四

半期末残高に含まれております。

受取手形 9,058千円

支払手形 38,388千円

設備支払手形 829千円

※２ 期末日満期手形

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。 

 なお、当期末日が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が期末残高に含まれておりま

す。

受取手形 11,060千円

支払手形 32,386千円

設備支払手形 630千円

(四半期連結損益計算書関係)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月21日  
  至 平成21年３月20日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給与手当 480,054千円

支払運賃 902,387千円

賞与引当金繰入額 161,319千円

退職給付費用 36,252千円

役員退職慰労引当金繰入額 16,386千円

貸倒引当金繰入額 244千円

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年12月21日  
  至 平成21年３月20日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給与手当 234,371千円

支払運賃 430,416千円

賞与引当金繰入額 76,881千円

退職給付費用 18,126千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,688千円
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当第２四半期連結会計期間末(平成21年３月20日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成20年９月21日

至 平成21年３月20日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

当第２四半期連結会計期間末(平成21年３月20日) 

対象物の種類が通貨のデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなってお

り、かつ、当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められま

す。 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連 

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月21日  
  至 平成21年３月20日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年３月20日)

現金及び預金勘定 1,440,181千円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金
△128,500千円

現金及び現金同等物 1,311,681千円

(株主資本等関係)

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 11,480,880

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 79,910

(デリバティブ取引関係)

区分 種類
契約額等   
(千円)

時価    
(千円)

評価損益   
(千円)

市場取引以外の取引

為替予約

 買建 190,602 △19,539 △11,477

通貨オプション

 買建 1,276,800 48,954 △28,013

 売建 1,276,800 △202,154 △70,507

合計 2,744,202 △172,739 △109,997
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当第２四半期連結会計期間(自 平成20年12月21日 至 平成21年３月20日) 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年９月21日 至 平成21年３月20日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、製品の系列を考慮して区分しております。 

   ２ 各事業の主な製品 

    (1) みそ事業………みそ、即席みそ、調理みそ 

    (2) 豆乳飲料事業………豆乳、飲料、水 

    (3) その他の事業………その他食品、他社商品  

３ 会計処理基準に関する事項の変更 

  棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

  当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益

性の低下による簿価切下げの方法)に変更しております。また、前連結会計年度まで営業外費用に計上して

おりました「たな卸資産処分損」は、第１四半期連結会計期間より売上原価に含めております。これによ

り当第２四半期連結累計期間の営業利益は、みそ事業が20,332千円、豆乳飲料事業が13,724千円、その他

の事業が3,824千円減少しております。 

４ 追加情報に記載のとおり、当社及び連結子会社は、法人税法の改正を契機として、資産の利用状況等を見

直した結果、第１四半期連結会計期間より、有形固定資産の一部(構築物、機械装置)について耐用年数を

変更しております。これにより当第２四半期連結累計期間の営業利益は、みそ事業が3,071千円増加、豆乳

飲料事業が6,472千円減少、その他の事業が2千円増加しております。 

  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

みそ事業 
(千円)

豆乳飲料事業
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

1,531,614 2,907,472 255,582 4,694,669 ― 4,694,669

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,531,614 2,907,472 255,582 4,694,669 ― 4,694,669

営業利益(又は営業損失△) △55,500 123,802 △1,721 66,580 ― 66,580

みそ事業 
(千円)

豆乳飲料事業
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

3,417,941 5,971,186 683,211 10,072,338 ― 10,072,338

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 3,417,941 5,971,186 683,211 10,072,338 ― 10,072,338

営業利益 52,234 322,849 56,143 431,226 ― 431,226
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当第２四半期連結会計期間(自 平成20年12月21日 至 平成21年３月20日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年９月21日 至 平成21年３月20日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年12月21日 至 平成21年３月20日) 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年９月21日 至 平成21年３月20日) 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１ １株当たり純資産額 

  

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

  

 
  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

   ２ １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年３月20日)

前連結会計年度末 
(平成20年９月20日)

 
196円84銭 188円83銭

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年３月20日)

前連結会計年度末 
(平成20年９月20日)

純資産の部の合計額 2,249,531千円 2,156,822千円

普通株式に係る純資産額 2,244,149千円 2,152,842千円

差額の内訳

 少数株主持分 5,381千円 3,979千円

普通株式の発行済株式数 11,480,880株 11,480,880株

普通株式の自己株式数 79,910株 79,650株

１株当たり純資産額の算定に 
用いられた普通株式の数

11,400,970株 11,401,230株

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月21日  
  至 平成21年３月20日)

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年12月21日  
  至 平成21年３月20日)

 
１株当たり四半期純利益 11円36銭 １株当たり四半期純利益 6円31銭

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年９月21日 
  至 平成21年３月20日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年12月21日 
  至 平成21年３月20日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 129,466千円 71,941千円

普通株式に係る四半期純利益 129,466千円 71,941千円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式の期中平均株式数 11,401,056株 11,400,970株

(重要な後発事象)
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①決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

  

②訴訟 

 当社は、平成18年８月に本社工場内で発生した工事請負業者の労災事故に関し、工場設備工事の発

注者である当社及び工事請負業者に責任があるものとして、被災者の遺族から平成19年12月21日に損

害賠償請求（請求額：82,577千円）の訴訟（神戸地方裁判所 事件番号 平成19年（ワ）第3512号）

が提起され、現在係争中であります。 

  

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成21年５月１日

マルサンアイ株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

マルサンアイ株式会社の平成２０年９月２１日から平成２１年９月２０日までの連結会計年度の第２四半期

連結会計期間（平成２０年１２月２１日から平成２１年３月２０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平

成２０年９月２１日から平成２１年３月２０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸

借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、マルサンアイ株式会社及び連結子会社の平

成２１年３月２０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累

計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  仲 井 一 彦

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  新 田   誠

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。




